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第5章 自治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度の効果に関する分析

5.1は じめに

第2章 にて整理 した通 り,既 存不適格建物の耐震補強 を推進するにあた り現在,住 家に対 して は一部

の地方公共団体 によって耐震診断や耐震改修に対す る補助や融資が行われている.こ の場合,助 成や融

資の対象となる既存不適格建築物 は非常に多 く存在 し,こ れ らの制度 の運用 に対 して行 政は事前 に莫大

な費用を確保する必要があるため,助 成のみを通 じた大幅な耐震改修の推進には限界が ある.こ の現状

に対 して,我 々の研究 グループでは事前の財源負担を要 しない新制度 として,自 治体による保証 に基づ

く耐震補強奨励制度(以 下,耐 震補強保証制度と呼ぶ)を 提案 してきた.こ の制度は,事 前に耐震補強を

行い,「 しかるべ き耐震補強 を済 ませた」 と判断された建物 について,そ の建物が地震被害 を受 けた場

合に,再 建 ・補修費用の一部 を行政が負担する制度である.高 橋 ・目黒(2001)に よる神奈川県川崎市に

おける制度導入の シミュ レー ションでは,本 制度 を利用 した耐震補強工事の普及 によ り,保 証に基づ く

支援金を支払ったと して も地震後 の復 旧に要す る公的な費用負担お よび住 民側の費用負担の総額が軽

減できる ことが検 証された.

そ こで本章では,耐 震補強保証制度の実地域での運用を念頭 に置き,適 用条件に応 じた制度導入の効

果 に関するよ り詳細な基礎 的分析 を行 うことを 目的 とする.地 震動の異なる様々な地域 に立地す る持ち

家木造住宅1万 棟を対 して提案制度 を適用 した場合の,地 震後の行政側の公 的支出費用 と保証に基づ く

被災建物に対する支援金支 払いのバランスを検討 した.ま た,提 案制度への加入 による住民側 に地震時

の費用負担の変化 につ いても分析 を行 う.

5.2自 治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度の仕組み と期待 され る効果

我が国には自然災害 に関す る 「自力復興 の原則」があ り,地 震により被害を受 けた建物の建て替え ・

補修費用は基本的 には個人負担である.し かし巨大地震が発生 した際には,兵 庫県南部地震 の例にも明

らかなよ うに,避 難所の設営,仮 設住宅の整備,被 害建物の瓦礫撤去など様々な形で公的資金が使われ

る.ま た,近 年は第4章 で も取 り上げた通 り被災者生活再建支援法は整備 され,被 災者の建物被害に対

す る直接的な支援ではな く被災者の生活 を支援す るという形態 をとってはいる ものの,結 果的には著 し

い住宅被害 を受けた住民の住宅再建等 に係 る費用を支援する体制が整 って いる.こ れ らの多 くは,建 物

が被害を受 けなければ費やす必要の無 い公的資金 と言える.我 々の研究グルー プでは,地 震発生の前に

建物の耐震化対策 を推進 し,地 震後 に発生する巨額 な公的費用支出を避 けるための新 しい仕組み として,

自治体 による保証 に基づ く耐震補強奨励制度(耐 震補強保証制度〉を提案 してきた.本 制度の仕組みを図

1に 示す.住 宅所有者は,自 己負担によ り耐震補強工事 を実施 し,「 しかるべき耐震補強を済ませた」か

どうかに関する審査を受け,自 治体の登録を受ける.万 が一耐震補強を行 ったにも関わ らず建物被害 を

受 けた場合には,建 物の再建 ・補修 費用の一部に対 して自治体か ら支援金をも らえる.補 強工事実施済

みの登録に対 しては,中 立機関による的確な建物強度 の認定が必要である.ま た,補 強実施済みの旨を

登録する際に手数料を納めるシステム を導入すれ ば,そ れ らの費用をプール してお くことにより,地 震

発生後の支援 金支払いのための財源 とする ことも可能である.

第2章 で述べた通 り,現 在地方 自治体 によ り実践されている耐震補強奨励策 は主 として,耐 震診断や

耐震改修に対す る補助や融資である.し かし補強工事への補助や融資の対象 となる建物 は非常に多 く存

在 し,行 政は事前に莫大な費用を確保す る必要があるため,補 助のみを通 じた大幅な耐震改修の推進 に
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第5章 自治体による保証に基づく耐震補強奨励制度の効果に関する分析

図5-1耐 震補強性能保証型の奨励制度の仕組み

は限界がある.耐 震補強保証制度 では,耐 震診断・ 補強への補助 とは異な り,自 治体 は地震前に巨額の

資金を用意す る必 要がないというメリットを有する.補 強済み建物の登録に際 して補強状況を審査す る

ことによ り,悪 徳な施 工業者を排 除し,継 続的な住宅の品質管理 を図ることができる.耐 震補強 の実施

により地震による建物 被害 を軽減すれ ば,が れきの撤 去費用や仮設住宅建設費用な どの復 旧にかかる公

的費用も低減でき,人 的被害やそ の他の各種事後対応 に要する費用や労 力も軽減で きる.こ の点 に関 し

ては,高 橋 ・目黒(2001)に よる神奈川県川崎市 における制度導入の シミュレーションの結果,保 証に基

づ く支援金を支払った として も,本 制度 を利用 した耐震補強工事 の普及 によ り,地 震後の復旧費用を含

めた公的支出および住 民側の費用負担 の総額が大幅 に軽減できることが指摘 されている.な お,本 制度

の対象 として はまず最初に1981年 の新 耐震基準以前に建築された建物群が考え られるが,1981年 以降

に建設された建物群 に対 して も本制度 の枠組み を適用することは可能である.

5.3耐 震補強保証 に基づ く行政.住 民側 の費用負担モデルの構築

5.3.1耐 震補強保証に基づく住民側の費用負担モデルの構築

本章では,耐 震補強保証制度の効果 に関する基礎的な分析を行 うにあた り,ま ずはこの制度 を導入す

ることによる行政および住民側の地震 前後の費用負担の変化をモデル化する.住 民側の費用負担 に着 目

すると,地 震 によ り住宅が全半壊建物被害を受けた場合,住 宅所有者は家屋 ・家財に対す る被害 に加え

て,家 屋の再建 ・補修費用および家財の再購入 費用を捻出 しなければな らない.し か し地震前に保証制

度に加入し耐震補強 を実施 し登録 を受 けた場合,耐 震補強費用は住宅所有者による個人負担ではある も

のの,全 半壊被害 を受けた場合 には支援金をもらうことができる.住 宅被害を受けた被災者に対 しては,

第4章 で まとめた通 り,各 種の支援制度が整備 されている,耐 震補強保 証制度に加入 した場合 は,こ れ

らの被災者支援 に加 えて,さ らに手厚 い支援 を受 けられ ることになる.よ って,住 民側の地震 による支

出としては,家 屋の全半壊被害額,家 財の全半壊被害額,全 半壊時の家屋の再建 ・補修 費用,家 財の再

購入費用 を考慮する.ま た,補 強を実施 していた場合の地震後の収入 としては,各 種支援金 と耐震補強

保証制度 に基づく支援金を考慮す る.こ こで これ らの 一連の費用負担 に関 し,諸 般 の統計デー タを用い
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て,あ る条件を設定 した場合の費用負担の具体的な金額 をモデル化す る.対 象 とする住宅は,旧 耐震基

準 によ り建築 された一戸建て住宅 とし,1962年 か ら1971年 にかけて建築されたもの,1972年 か ら1981

年 にか けて建築されたものの2種 類を想定する.平 成10年 の住宅 ・土地統計調査 による一戸建て住宅1

軒あた りの延べ床面積 の全国平均値よ り,住 宅の延べ床面積は122.20㎡ とす る.

建設物価調査会の建築着工統計データファイル平成15年 度計によれ ば,2003年 時点での木造建物の

建築費単価 は床面積あた りで15.26万 円である.よ って,本 分析では木造一 戸建て住宅の新築費用およ

び新築時の資産価値は床面積あた り15万 円/㎡ とする.新 築の資産価値は25年 間で50%の 価値に減価

償却される(年 平均約2.7%)も の とし,全 半壊被害額 を算 出する際 には,減 価償却済みの資産価値 と延

べ床面積を用 いる.2003年 時点において,1962～1971年 および1972～1981年 に建築された住宅の資産

価値は床面積あた り4.9～6.2万 円/㎡,6.4～8.2万 円/㎡ とな り,延 べ床面積122.20㎡ の場合 にはそ

れぞれ,597～763万 円,785～1004万 円となる.こ こでは この中間値を採用 し,1962～1971年 および

1972～1981年 に建築 された住宅の資産価値はそれぞれ899.7万 円,684.3万 円と設定する.全 壊時の被

害額は資産価値の全額 とし,半 壊時の被害額は資産価値の1/3相 当額 とする.全 半壊被害 を受けて建物

を再建す る場合の再建費用 は前述の通 り,床 面積あた り15万 円/㎡ とす る.ま た,半 壊被害によ り補

修を行 う場合 は新築費用の1/3相 当額 を要す るものと仮定 し,補 修費用は床面積あた り5万 円とす る.

耐震補強工事費用は建設行政研究会(1996)の データを採用 し,床 面積あた り1.5万 円/㎡ とす る.住 宅

における家財の保有価格は,表5-1に 示 した4人 家族(大 人2人 ・18歳 未満の子供2人 ・世帯主40歳 前

後)で の家財の再調達価格1430万 円が減価償却 によ り半分 の価値 になっているもの とする.全 壊時には

保有額全額,半 壊時にはその1/3相 当額を家財への被害額 とし,半 壊時の家財 の再購入費用は再調達価

格の1/3相 当とする.

兵庫県南部地震 によ り住宅被害を受けた被災者 に対する支援金の実績 は第4章 で記 した通 りである.

木造の持ち家 は全壊 または半壊 した場合の復興パター ンに応 じた被災者への支援額 を整理 した表4-11

および4-12の うち,本 章に関係する部分を抜粋 し概略をまとめて表5-2,5-3に 示す.

これ らの諸デー タを用いて,耐 震補強工事 を行 い,耐 震補強保証制度 に加入 した住民が地震 による住

宅の全半壊被害を受け,保 証 による支援金およびその後の被災者支援 を受 けるまでの費用負担モデル化

した.表5-4,表5-5は,1962-1971年 および1972-1981年 に建築 された住宅での地震前後 の各種費用

負担額 を,世 帯の収入 レベル(表5-2,5ｰ3)ご とに整理 した ものである.地 震後の支出 としては,家 屋や

家財の被害額,家 屋の再建 ・補修,家 財の再購入な どの家屋や家財の復旧費用を計上した.地 震後の収

表5-1家 財の再調達価格
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第5章 自治体による保証に基づく耐震補強奨励制度の効果に関する分析

表5-2兵 庫県南部地震により木造持ち家が全壊 した被災者への支援の概要

表5ｰ3兵 庫県南部地震によ り木造持 ち家が半壊 した被災者への支援 の概要

表5-4 1962-1971年 建築の住宅での地震前後 の各種費用負担額

表5-5 1972-1981年 建築の住宅での地震前後の各種費用負担額
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表5-6 1962-1971年 建築の住宅での地震後の支出 と被災者支援 との収支

表5-7 1972-1981年 建築の住宅での地震後の支 出と被災者支援 との収支

入 としては,耐 震補強保証制度に基づ く住宅被害 に応 じた支援金,お よび各種の被災者支援の小計を計

上 した.な お,こ こでいう 「各種の被災者支援の小計」とは金銭の支給 を通 じた支援 と し,表5ｰ2,5-3

にまとめた被災者支援の うち,仮 設住宅の設置 ・建物の解体撤去 費用を除 いた公助の合計,共 助 の合計

の総額を指す.建 築年代 ・被害 レベル ・所得 レベルの異なる12種 の住宅について地震後 の支出 と収入

との収支 を算出したものが表5-6,表5-7で ある.地 震後の支出は表5-4,表5-5に 列挙 したように多

種類 に渡 るが,こ こでは家屋の被害額 のみ,家 屋 ・家財被害額,家 屋復 旧費のみ,家 屋の復 旧費,家 屋

の被害額 ・復旧費用,家 屋 ・家財復 旧費,家 屋 ・家財の被害額 ・復 旧費用を考慮 したものをそれぞれ検

討 した.地 震後の収入は耐震補強保証制度 による支援金のみを考慮す る場合 と,耐 震補強保証制度 によ

る支援金と各種被災者支援制度による支援金の合計を考慮す る場合の2パ ター ン考えた.こ の場合の耐

震 補強保 証 制度 によ る支援 金 は,全 壊 時 に耐震 補 強 工事 費用 相 当で ある183.3万 円,半 壊 時 に91.7万

円 と した.こ れ らの分析 よ り,地 震 後 に発 生す る家 屋 ・家 財 の復 旧費 と支援 金総 額 との収 支 を考 えた 場

合,1962-1971年 建 築 の住 宅 の全壊,半 壊 によ る住 民 の負 担 はそ れぞ れ2,450万 円程 度,700万 円程 度

と推 計 され た.1962-1971年 お よび1972-1981年 建 築の住 宅 の 全壊,半 壊 によ る住 民 の負担 はそれ ぞ れ

2,450万 円程 度,700万 円程 度 と推 計 され た.ま た,家 屋 ・家 財 の被害 額 ・復 旧費 と支援 金総 額 との収

支 を考 えた 場合 には,1962-1971年 建 築 の住 宅 の 全壊,半 壊 によ る住 民 の負担 はそれ ぞ れ3,850万 円程

度,1,159万 円程 度 と推 計 され た.1972-1981年 建 築の住 宅 で は,全 壊,半 壊 時 にそれ ぞ れ4,050万 円
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程度,1,200万 円程 度 の負 担 が推 測 された.

さらに,地 震前 における耐震補強工事費用 も考慮に入れ,地 震前後 にわた る補強工事 費用,地 震後の

支出,収 入 との収支を推計 した.1962-1971年 建築の住宅に住む中堅所得層に対 して,全 壊時の耐震補

強保証制度による支援金 を表5-8に 示す通 り,耐 震補強費用183万 円の1倍 ～12倍 まで変化 させた場合

の,地 震前後での収支の推移 を図5-2に 示す.こ の際,半 壊時の支援金は全壊の半額 とし,支 払額は耐

震補強費用の0.5～6倍 まで とな る.地 震後の支出には前述の6パ ター ン,地 震後の収入は耐震補強保

証制度による支援金のみ,支 援金総額 という2パ ターン考 えた.地 震後の支 出として家屋 ・家財の被害

額 ・復 旧費用を取 り上げる場合,全 壊時には,支 援金の大小に関わ らず全ての場合 において収支はマイ

ナスとなった.地 震後の家屋 ・家財の被害額 と保証 による支援金 との収支は,図5-2(a)に 示 した通 り,

保証 による支援金 を耐震補強費用の8倍 よ り多 くした場合 にプラスに転 じる.家 屋 ・家財の被害額 と支

援金総額 との収支 は図5-2(c)の 通 り,保 証による支援金 を耐震補強費用の5倍 以上 にした場合 にプ ラス

に転 じる.一 方,半 壊時 には,家 屋 ・家財の被害額 ・復 旧費用と保証による支援金 との収支は,耐 震補

強費用の5倍 の支援金を設定 した場合 にプ ラスに転 じ,支 援金総額 との収支は耐震補強費用の4.5倍 の

支援金でプラスに転 じた(図5-2(b),(d)).こ の場合,地 震後の直接的な金銭的支出である家屋 ・家財

の復 旧費用 と保証による支援金との収支 を見 ると,耐 震補強費用の4倍 の支援金でプラスに転 じてお り,

支援金総額 との収支は耐震補強費用の3倍 の支援金でプラスとなっている.こ のよ うに地震前後 にわた

る補強工事費用,地 震後の支出,収 入 との収支がプラスとなっている場合 は,保 証に基づ く支援金の支

払いが過度に大き く設定されていると考え られ,本 制度を実際に運用す る際には この価 格以下の支援金

にす る必要がある.

図5-3は,図5-2と 同様の分析を1972-1981年 建築の住宅に住む中堅所得層 に対 して行った ものであ

る.こ の場合,1962-1971年 建築の住宅 に比べて建物の資産価値が大きいことによ り家屋の被害額が増

え るため,収 支が プラスに転 じる際 の保証 に基 づ く支援金が大 き くな る.家 屋 ・家 財の復 旧費 用は

1962-1971の 場合と同額 に設定 されている.全 壊時 の家屋 ・家財の被害額 ・復 旧費用との収支を考える

場合 は,図5-2と 同様に支援金 の大小に関わ らず全て収支 はマイナスとなった.一 方,半 壊時 には,家

屋 ・家財の被害額 ・復 旧費用と保証 による支援金 との収支は,耐 震補強費用の5.5倍 の支援金を設定 し

た場合にプラスに転 じ,支 援金総額 との収支は耐震補強費用の4.5倍 の支援金でプラスに転 じた.
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表5-8保 証による支援金の設定方法

(a)保 証に基づ く全壊被害への支援 金 との収支 (b)保 証に基づ く半壊被害への支援金 との収支

(c)全 壊時の支援金総額 との収支 (d)半 壊時の支援金総額 との収支

図5-2 1962-1971年 建 築 の住宅 で の地 震 後 の支 出 と支援 との 収 支
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図5-3 1972-1981年 建築 の住 宅 で の地 震後 の 支出 と支援 との収 支

5.3.2耐 震補強保証 に基づ く行政側の費用負担モデル

兵庫県南部地震 によ り住宅被害を受けた被災者 に対す る公助 ・共助の実績については既に第4章 に詳

細に整理 し,木 造の持 ち家が 全壊 した場合 の公助 ・共助のモデルケースを表4-11に,半 壊時のモデル

ケースを表4-12に,各 々の概 要を表5-2お よび表5-3に まとめた.本 章では,第4章 でま とめた応急

仮設住宅の建設及び撤去費用,倒 壊家屋の解体撤去費用,そ の他の公助 プログ ラムによる支援の総額お

よび耐震補強保証制度 に伴う被害発生時の支援金の支 払いを行政の費用負担 として考慮す る.第4章 で

は,持 ち家住宅が地震により被害を受 けた場合の,居 住生活の復興パター ンとして想定 され るシナ リオ

をイベ ン トツ リーによる表現 した(図4-3),図5-4は,表4-11,表4-12と 図4-3を 統合化する ことに

よ り,主 要な復興パ ター ンに応 じた,応 急仮設住宅の建設及び撤去 費用,倒 壊家屋の解体撤去費用,そ

の他 の公助プログラムによる支援の総額,共 助の総額等の行政負担額 を整理 した ものである.兵 庫県南

部地震時の神戸市における解体撤去の際の公費負担の単価 は表 牛4に 示 した通 りであ り,木 造建物の場

合,公 費負担の単価 は解体 建物の床 面積あたり10,506円/㎡ であった,解 体撤去の実績は92.6万 円で
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あったが,こ れ は住 宅 ・土地 統計調査(1998)に よ る一戸 建て住 宅あた りの延 べ床面積 の全国平均値

122.20㎡ よ り小 さいと言え る.本 章での行政の費用負担モデル においては,倒 壊家屋の解体撤去費用 は

床面積あた りの単価 と床面積の全国平均値122.20㎡ を用いて,戸 建住宅1棟 あた り128万 円 とする.

中所得層の住 民が建物を解体 し,再 建 を行 った場合(図5-4の 復興パターンD)に よ り持ち家を再建 した

場合の,耐 震補強保証に基づ く支援金 の支払いとその他の行政負担 とのバ ランスを図5-5に 示す,こ の

場合は,保 証 による支援金の支払いを耐震補強工事費用の3倍 程度 とした際 に,兵 庫県 南部地震時の公

助プログラムによる支援 の総額 と同程度となる.

図5-4持 ち家住宅が被害 を受けた場合の居住復興パ ター ンに応 じた行政負担額

図5-5耐 震補強保証に基づ く支援金支払いとそ の他の行政負担 とのバ ランス
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5.4住 宅1万 棟 に対す る制度の導入効果の分析方法

地震動の異なる場所に建つ木造住宅1万 棟が耐震補強保証励制度に加入 した場合を想定 し,住 民側 と

行政側の地震 前後 の費用負担の変化 を分析する.ま た,保 証に基づく被災建物に対する支援金支払い額

を変動させた場合の住民側 の費用負担や行 政側のその他 の費用負担 とのバ ランスについても検証する.

1万 棟 を対 象として検 討する理 由は,提 案 制度の特徴 をわか りやす く説明するためである． 分析の流

れを図5-6に 示す.耐 震補 強保証制度への加入を想定するにあたっては,加 入率0,25,50,75,100%

という5段 階を考える．建物被害関数 には村尾 ・山崎(2000)に よる兵庫県南部地震 の建物被害デー タか

ら作成 した木造住宅 の建築年代別の関数を用いる,図5-7に 木造住宅 の全壊率および全半壊率の関数形

を示す,1981年 以 前に建築された建物に対 して耐震補強 を実施すると,建 物強度 は新耐震基準相 当と

なるものとし,1982-94年 建築の建物 と同等 の耐震性能 を持つものとする.

全壊時の耐震補強保証制度 による支援金 は,図5-5の 設定 と同様に,耐 震 補強費用183万 円の1倍 ～

12倍(す なわち183～2.200万 円)ま で変化するものとして地震前後での住民負担および行政負担の収支

を算出する.半 壊時の支援金は全壊 の半額 とし,支 払額は耐震補強 費用の0.5～6倍 までとする．

図5-6耐 震補強保証制度の効果分析 の流れ

図5-7分 析 に用いた建物被害関数
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